
　日本対がん協会と石川県成人病予防
センター（日本対がん協会石川県支部）
は、がん征圧月間の９月８日に金沢市
で「がん征圧全国大会」を開催する。今
回で50回目。金沢市での開催は22年
ぶり２回目。今年の大会テーマは「“い
しかわ”から発診　がん征圧で　かが
やきの未来へ」。
　全国大会当日は日本対がん協会のほ
ほえみ大使で歌手のアグネス・チャンさ
んが記念講演を行うほか、朝日がん大
賞や日本対がん協会賞に選ばれた個人
や団体の表彰、日本対がん協会グルー
プ支部・提携団体の永年勤続者や、がん
征圧スローガン最優秀賞を表彰する。
　本大会前日の実務者研修では、現在
話題になっている「高濃度乳房につい
て」と題して、笠原善郎・福井県済生会
病院外科部長が講演する。
　また、シンポジウムでは「胃がん検
診の現在～近未来のあるべき姿」と題
して、地域でのがん検診の状況、国の
がん対策、将来の胃がん検診の姿につ
いて、白熱した議論が交わされる予定
だ。シンポジストは越田理恵・金沢市
保健局長、井上真奈美・国立がん研究
センター 社会と健康研究センター部
長、加藤勝章・宮城県対がん協会 がん
検診センター副所長ほかを予定。

　日本対がん協会は、がんに関する不安、日々の生
活での悩みなどの相談（無料、電話代は別）に、看護
師や社会福祉士が電話で応じる「がん相談ホットライ
ン」（☎03−3562−7830）を開設しています。祝日を除い
て毎日午前10時から午後6時まで受け付けています。
相談時間は1人20分まで。予約は不要です。

　日本対がん協会は、専門医による面接相談および
電話相談（ともに無料）を受け付けています。いずれ
も予約制で、予約・問い合わせは月曜から金曜の午前
10時から午後5時までに☎03−3562−8015へ。相談の時
間は電話が1人20分、面接は1人30分（診療ではありま
せん）。詳しくはホームページ（http://www.jcancer.
jp/）をご覧ください。

がん相談ホットライン　祝日を除く毎日
03−3562−7830

医師による面接・電話相談（要予約）
予約専用　03−3562−8015
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２面　�膵臓がん早期発見の臨床研究
　　　スタート

４、５面　�特集がん教育

８面　�リリー・オンコロジー・オン・
　　　キャンバス

１部70円（税抜き）

がん征圧全国大会　9月8日に金沢市で開催
「“いしかわ”から発診　がん征圧で　かがやきの未来へ」

【全国大会前日行事】
９月７日（木）　金沢東急ホテル
■実務者研修会　12：00～ 13：30
　テーマ：「高濃度乳房について」
　講師：笠原善郎・福井県済生会病院外科部長
■支部長会議　14：00～ 15：00
　朝日がん大賞受賞者の講演
■シンポジウム　15：10～ 17：30
　テーマ：「胃がん検診～近未来のあるべき姿」
　シンポジスト：
　　�越田理恵・金沢市保健局長／井上真奈美・国立がん研究センター�社会と

健康研究センター部長／加藤勝章・宮城県対がん協会�がん検診センター
副所長／厚生労働省健康局�がん・疾病対策担当者

【がん征圧全国大会】
９月８日（金）10:00～ 12:15　本多の森ホール
■表　　彰　�朝日がん大賞、日本対がん協会賞（個人・団体）、永年勤続者、

がん征圧スローガン最優秀賞
■記念講演　アグネス・チャンさん（歌手／日本対がん協会�ほほえみ大使）
■次期開催県挨拶　公益財団法人ちば県民保健予防財団
■主　　催　公益財団法人日本対がん協会、
　　　　　　公益財団法人石川県成人病予防センター
■特別後援　朝日新聞社
■後　　援　�厚生労働省、文部科学省、日本医師会、石川県、金沢市、石川

県医師会、石川県看護協会、石川県婦人団体協議会、金沢市校
下婦人会連絡協議会、北國新聞社、テレビ金沢、北陸朝日放送

主 な プ ロ グ ラ ム
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　７月４日午前７時半、枕崎市の健康
センターで、同市の特定健診とがん検
診の受付が始まると、台風３号の影響
による雨にもかかわらず、約20人の
住民が廊下に列を作った。
　「血液検査で膵臓がんを早く見つけ
る研究にご協力ください」。鹿児島県
民総合保健センターの稲村和敏集団検
診部長や横浜市立大学病院の加藤真吾
助教（肝胆膵消化器病学）らが、同市の
作ったチラシを掲げて説明する。興味
をもった市民らが次々と「説明・同意コ
ーナー」に並んだ。
　この研究は、「血液バイオマーカー
apoA2アイソフォーム（apoA2i）によ
る膵がん検診の臨床研究実施に向けた
フィージビリティ研究」（研究代表者＝
本田一文・国立がん研究センター研究
所早期診断バイオマーカー開発部門
ユニット長）。日本医療研究開発機構

（AMED）の研究費を受けて今年度か
ら３年計画でスタートした。研究班に
は横浜市立大学、金沢大学、滋賀医科
大学などの医師、研究者らが参加、日
本対がん協会が研究事務局を務める。
　apoA2iは血液中のたんぱく質で、

膵がんなど膵臓に何らかの病気がある
と、健康な場合よりも減少しているこ
とを本田ユニット長が発見し、検査キ
ットを開発した。米国立がん研究所と
の共同研究で、膵がんの腫瘍マーカー
である「CA19−9」よりも感度・特異度
が高く、何より膵がんが早期の場合で
もチェックできる特徴があることがわ
かった。今回の研究に入る前にホテル
オークラ神戸クリニック（神戸市）や神
戸大学などと研究し、膵がんの検査と
して有望なデータが得られた。

膵がん早期発見のマーカーになるか 
検診の場で検証

　今回の研究は、apoA2iの検査が膵
がんの効率的・効果的な発見システム
の構築につながるかどうかの第一段階
との位置づけで、一般住民を対象とし
た健診・検診の場で検査を実施して早
期膵がんの発見につながるか、膵がん
のリスクとされる膵臓の病気の発見に
つながるか—を調べることを目的
としている。枕崎市では７月に実施、
８月には出水市でも始まる。
　対象は50歳以上で、県民総合保健

センターの健
診・検診を受け
る両市の住民。
文書による同意
が得られた人に
血液（７ml）を
提供してもら
い、apoA2iを
測定する。計画
では３年間で
５千人から１万
人を目標として
いるが、研究班

では２年で協力を得たい考えだ。
　血液検査が「陽性」となった人は、鹿
児島大学病院、鹿児島市立病院、出水
総合医療センターのいずれかで必ず精
密検査（原則としてダイナミックCT）
を受けてもらう。血液検査と精密検査
は研究費で賄い、住民の方々に負担は
求めない。
　鹿児島県が対象になったのは、県民
総合保健センターが長年、腹部超音波
検査を実施し、膵臓に異常が見つかっ
た人が精密検査を受ける割合が９割を
超えているなど、今回の研究を実施す
る基盤ができていると判断されたこと
に加えて、県民総合保健センターの働
きかけで枕崎市、出水市の協力が得ら
れたため。
　今後はホテルオークラ神戸クリニッ
クや神戸大学医学部附属病院も研究に
参加し、人間ドックの受診者で50歳
以上の人を対象に協力を求める予定。
　膵がんで亡くなる人は年に約3万2
千人（2015年、人口動態統計より）。
がんによる死亡で４番目に多い。早期
発見の方法がなく、見つかった時には
進行しているケースが過半を占める。
全国がん（成人病）センター協議会のホ
ームページによると、膵臓がんの５年
相対生存率は、ステージがⅠ期で41.2
％、Ⅱ期が18.3％、Ⅲ期6.1％、Ⅳ期
1.4％。手術症例ではそれぞれ47.8％、
21.7％、13.3％、9.5％。Ⅲ期、Ⅳ期で
見つかっていたケースが少しでもⅡ期
やⅠ期で発見できるようになると、生
存率の向上が図れる。また早期で見つ
かるケースが増えると、治療法の研究
につながり治療成績も良くなると期待
できる。（日本対がん協会マネジャー　
がん検診研究グループ　小西宏）

国立がん研究センター・日本対がん協会・鹿児島県支部など

膵臓がんの早期発見目指して臨床研究
枕崎市・出水市で開始
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　日本対がん協会（垣添忠生会長）と鹿児島県民総合保健センター（日本対がん協会鹿児島県支部）は７月、国立
がん研究センターを中心とする研究グループに加わり、血液検査で膵臓がんの早期発見をめざす臨床研究を鹿
児島県枕崎市で始めました。膵がんは「難治がん」の代表的なもので、見つかったときには進行しているケース
が過半を占めています。早期発見の方法がないのが大きな理由です。世界中で研究が続けられていますが、ま
だ「これ」という方法は開発されていません。今回の研究は世界的にも注目されています。
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た講演や、福岡県すこやか健康事業団
（日本対がん協会福岡県支部）の取り組
みについての事例報告のほか、「受診
者拡大に向けて何ができるのか」をテ
ーマに、参加者らが７グループにわか
れディスカッションを行った。

受診率向上へ届きやすい 
メッセージでの案内を

　キャンサースキャンは、特定健診・
がん検診の受診率向上に特化した民間
のシンクタンク会社。全国約100の自
治体と受診率向上の事業を進めてお
り、福吉社長は全国各地でソーシャル
マーケティングを活用した受診率向上
についての講演をしている。
　この日の研修会で福吉社長は、自治
体との受診率向上の取り組みの成功事
例をもとに、どうすれば受診率が上が
るのかを解説した。
　受診率向上について科学的根拠によ
り「効果がある」とされたものとして、

　日本対がん協会は７
月14日、東京都千代
田区の有楽町朝日ス
クエアで「がん検診受
診者拡大を考える研
修会」を開催し、全国
26支部の職員39人が
参加した。福吉淳・株
式会社キャンサースキ
ャン社長による「ソー
シャルマーケティング
を活用した効果的なコ
ール・リコール」と題し

奨には国の補助金が出
ることから、そうした
ことを自治体の担当者
に伝えるなどして受診
率向上に対する自治体
の熱意を高めることも
アドバイスした。
　また、福岡県すこや
か健康事業団の永末
雄大企画運営係長は、
2014年度から同事業
団がキャンサースキャ
ンと業務提携して受診

手紙による受診勧奨・再勧奨（コール・
リコール）を挙げ、「まずはその徹底を」
と強調した。
　コール・リコールをやっても効果が
ない、という自治体が出している受診
勧奨の文書をみると、文字数が多くて
読みにくく、メッセージが届きにくい
内容になっていることも指摘。
　乳がん検診の案内で、受診者には自
己負担額が１千円で受診できるメッセ
ージを強調して文字数も減らした案内
にすると、元の案内では1500人に送
付して１人しか受診しなかったのが、
1489人に送付したところ131人が受診
するようになった効果を紹介した。人
は興味のあることにしか目がいかない
ことに注意してメッセージを伝える重
要性を示した。
　さらに日々健康に気を使っている人
や、病気になることを心配している人
など、受診者の健康意識を過去の検診
の問診票のデータなどを利用して把握
し、それに応じてメッセージを変えた
受診勧奨の仕方をすることで受診率が
向上することも紹介。
　検診の受付期間の終了後に３日間、
追加の検診期間があることを通知し
て、「今行かなければ」と思わせること
で、その３日間で検診受診者が大幅に
増えた事例も示し、検診期間の拡大も
受診率向上の秘訣であることを説明し
た。
　さらに受診者の特性に応じた受診勧

勧奨の事業を始めたことを報告。14
年度に始めた粕屋町では受診率が2.7
ポイント上昇したとして、「自治体や
検診機関だけで悩まず、その道のプロ
に相談すれば流れが変わる」と語った。

自己採取HPV検査使い 
受診勧奨

　一方、日本対がん協会の小西宏・が
ん検診研究グループマネジャーは、子
宮頸がん検診の未受診者への受診勧奨
のツールとして、自分で検体を採取で
きる自己採取HPV検査を使い、この
検査で陽性になった人に対し子宮頸が
ん検診の細胞診の受診を勧奨すること
を提唱した。運用のガイドラインを検
討していることも示した。
　研修会では最後に参加者らが「受診
者拡大に何ができるのか」を議論した
内容を報告。「事務的な受診勧奨になっ
ていることを変えるために何ができる
のかを自治体に伝えるのが大切」など
の意見が出されていた。

がん検診受診者拡大を考える研修会を開催
効果的な受診勧奨の事例を学び、生かす

グループワーク形式で行われた研修会

熱心に意見が交わされた講演する福吉社長
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がん教育　2020年度以降全面実施へ

　シンポジウムではまず文部科学省の
北原専門官が、昨年末に改正されたが
ん対策基本法でがん教育が法律で位置
付けられ、３月には2021年度から実
施される中学の新学習指導要領でがん
について取り扱うことが示されたこと
などを紹介。小学校では20年度から、
中学は21年度から、高校では22年度
から全面実施される方針も示した。そ
れに向けて、この春に小、中高生向け
の教育プログラムや自由に加工できる
スライド教材を作製、公開しているこ
とも説明し、これらを活用することで
順次全国の小中高で授業が展開されて
いく見込みを示した。
　しかし、がん教育を効果的に実施す
るための外部講師の確保が困難である
ことや、教員のがんに関する知識が不
十分である現状を指摘。今年度の事業
として教員や外部講師の研修会の実施
に取り組んでいくことを説明した。

がん診療連携拠点病院 
外部講師派遣の担い手への期待

　続いて若尾文彦・国立がん研究セン
ターがん対策情報センター長は、全国
に434あるがん診療連携拠点病院のが

うえで、昨年10月に出された拠点病
院の現況報告によると、2015年度にが
ん教育で医療従事者を派遣した拠点病
院が約４割あったことを示した。
　そのうちの約半数が年１回の派遣だ
ったが、栃木県立がんセンターのよう
に県の委託を受けて年に60回派遣し
ていたところもあった。若尾センター
長は、がん診療拠点病院が二次医療圏
ごとに指定されており、地域への情報
提供がミッションの一つとなっている
特性を説明。外部講師の派遣について
拠点病院が「がん教育の担い手の最も
有力な候補である」と指摘した。
　がん教育が全面実施となった場合、
医療従事者の外部講師派遣を困難視す
る声も出ているが、若尾センター長
は、拠点病院の数と学校数との単純計
算で、１拠点病院あたり中学は25校、
高校は13校あると推定。拠点病院の
整備指針でがん教育の位置づけをもっ
と積極的にして、派遣について補助金
が出る仕組みを整備するなどすれば実
現可能な状況にあると訴えた。
　また、本多昭彦・日本対がん協会が
ん教育担当マネジャーは、2011年度
から協会が続けているがん教育の出張
授業での講師派遣の協力の概要や、文
部科学省が公表しているがん教育で教

ん教育における役割につ
いて発表した。
　がん診療連携拠点病院
の指定要件に「緩和ケア
やがん教育をはじめとす
るがんに関する普及啓発
に努めること」と示され
ていることを指摘。その

えるべき９項目をクイズ形式で楽しく
学べるアニメ教材「よくわかるがんの
授業」など、提供している教材を紹介
するなど、活動実績を報告した。その
後、林和彦・東京女子医大教授が、こ
れまで各地の小中高で実施してきたが
ん教育の出張授業の内容についてビデ
オで紹介、その効果などを説明した。

都道府県にがん教育の窓口を

　最後に日本癌治療学会のがん教育担
当委員会の委員長である相羽恵介・戸
田中央総合病院腫瘍内科部長が、外部
講師の担い手として全国に約１万６千
人いる「がん治療認定医」を挙げた。が
ん治療全般がわかる総合医で、がん診
療連携拠点病院にも在籍することか
ら、がん教育への関与に期待を寄せ
た。
　まとめのディスカッションでも外部
講師をいかに確保するかについて議論
になった。林東京女子医大教授は、「が
んの専門医だけに外部講師を期待する
のは苦しい」として、東京都ではがん
教育の協議会を設置し、この中で学校
医を外部講師として登録するシステム
作りを検討していることを紹介した。

「学校医が一番学校のことをわかって
いる」として、がんの専門医は学校医
に対するがん教育の研修会などで協力
することを提案した。
　また、若尾センター長は「都道府県
単位でがん教育の窓口を作ってもらう
のが第一。そこから学会など様々なと
ころがつながっていかないと進まな
い」と、がん教育にかかわる各機関の
ネットワークの構築を訴えた。

特集　がん教育

日本癌学会、日本癌治療学会、日本対がん協会と合同シンポジウム
神戸市での日本臨床腫瘍学会学術集会

がん教育の本格始動について議論

　文部科学省が今年度から小・中・高校でがん教育の全国展開を始めたことを受け、神戸市で７月末に開催された日本
臨床腫瘍学会学術集会で、「学校における『がん教育』～本格始動の年における現状と課題」をテーマにしたシンポジウ
ムが開かれた。日本臨床腫瘍学会、日本癌治療学会、日本癌学会、日本対がん協会の合同シンポジウム。文部科学省
の北原加奈子・学校保健対策専門官や若尾文彦・国立がん研究センターがん対策情報センター長、本多昭彦・日本対が
ん協会がん教育担当マネジャー、林和彦・東京女子医大教授、相羽惠介・日本癌治療学会社会連携・PAL委員会委員長
がシンポジストとなり、本格始動したがん教育の現状と課題について議論を交わした。

講演する若尾・国立がん研究センターがん対策情報センター長
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　神奈川県立学校保健会横浜北部地区
支部研修会が７月11日、横浜市の神
奈川県立白山高校で開かれ、「今、な
ぜ学校でがん教育が必要か」をテーマ
に林和彦・東京女子医科大学教授が講
演した。研修会の開催には、日本対が
ん協会も協力し、養護教諭ら32人が
参加した。
　林教授は、がんの専門医としてが
ん患者や家族とかかわってきたなか
で、数年前から、がん教育の必要性を
感じ、各地でがん教育の出張授業を続

　群馬県桐生市の桐生市市民文化会館
で桐生市・みどり市学校保健会研修会
が６月28日に開かれ、佐瀬一洋・順天
堂大学大学院教授が「モデル授業から
得られたがん教育への感謝と期待～医
師として、患者として、子どもを持つ
親として」と題して講演した。文部科
学省が今年度からがん教育の全国展開

い。このことが国民には浸透していな
い」と指摘。そのためにがんの啓発が
必要と、数年前からがんの啓発活動を
続けるうちに「学校でのがん教育は究
極の啓発」と思いついたことを紹介し
た。
　「がんについて知ってもらいたいの
は、今がんにかかっていない人、がん
になった人を支えていく世代。若い時
からがんや命について考えてほしい」
と、がん教育の必要性を語り、これま
で小学校、中学校、高校で実施してき

け、この春には教員免許も取得
した。
　講演では、がんになった有名
人が亡くなるとマスコミ報道に
よって「がんは死ぬ」と思われが
ちなることにふれながら、「毎
年がんになる人は100万人を超
えているが、死亡するのは37
万人で、治る人が圧倒的に多

　講演会では、患者として、医師とし
て、子どもを持つ親として少しでも社
会の恩返しになればとの思いからがん
教育に取り組むようになったことを紹
介。初めてがん教育の授業に出向いた
５年前は、医療機関と学校現場の相違
点を理解しつつ共通点を見出すのに少
し時間がかかったものの、現在は文部

を始めたのを受け、がん教育
の必要性や進め方について理
解を深めるのが狙いで、教員
や学校医、学校歯科医、学校薬
剤師ら約130人が参加した。
　佐瀬教授は、悪性骨軟部肉
腫という希少がんを患いなが
らも多くの人に助けられ、乗
り切ってきた経験を踏まえ、
各地でがん教育を実践してき
ている。

たがん教育の授業の様子もビデオで紹
介。その中で、授業を受けた小学生の

「がんは必ず死ぬ病気ではないと知り、
安心した」などの感想も示しながら、

「こうした子は大人になっても会社で
がん患者を差別することはないでしょ
う」と語った。
　また、授業を受けた中学生が親に授
業のことを話したことで、今まで一度
もがん検診に行ったことがなかった父
親が検診に行くようになった例も示
し、がん教育の効果を説明した。
　さらにがん教育の授業を行った高校
の生徒のアンケートで、授業前は「が
んになると仕事や家事を続けるのが難
しくなる」と65％が答えていたのが、
授業後には28％になり、「難しくなる
とは思わない」との回答が６％から39
％に急増したことも紹介し、「この子
たちが大人になったら社会が変わる」
とも語った。

うまく活用することを勧めた。
　さらに「がんとの闘いは情報戦であ
る」として、国立がん研究センターが
ん情報サービスなどの信頼できる公的
機関が出している冊子などを利用して
授業の準備を進めることを勧め、「正
しい情報を区別できるようにすること
を教えてほしい」と訴えた。

科学省から教えるべき９項目が示され
ていることを説明。そのすべてを教え
ようと身構えるのではなく、それぞれ
のニーズに応じて授業をすることをア
ドバイスし、「保健体育の先生だけに
まかせるのではなく、学校全体で取り
組んでほしい」と強調した。
　また、文部科学省が４月に新たな映
像教材の提供を始めたことや、日本対
がん協会でも各種の映像教材を提供し
ていることを紹介し、こうした教材を

特集　がん教育

林和彦・東京女子医大教授が講演
神奈川県立学校保健会横浜北部地区研修会

佐瀬一洋・順天堂大教授ががん教育の特別講演
桐生市・みどり市学校保健会研修会

講演する佐瀬教授

講演する林教授

「今、なぜ学校でがん教育が必要か」
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　厚生労働省は６月27日、2016年に
実施した国民生活基礎調査の結果を発
表した。過去１年間にがん検診を受け
た人の割合を示すがん検診受診率が最
も高かったのは男女ともに肺がん検診
で、男性が51.0％、女性が41.7％だっ
た。がん検診についての調査は３年
に１回で、国が勧める５つのがん検診
の受診率はいずれも前回よりは上昇傾
向だったが、国が目標とする50％を

　適切ながん治療を受けるために必要
な姿勢や、がん治療の継続に向けた支
援活動（がんアドボケート活動）につい
て学ぶ「がんアドボケートセミナー（ド
リームキャッチャー養成講座）」が、７
月２日、東京都新宿区の慶應義塾大学
病院で開催された。
　がん医療に対する夢を語り合い、共

超えたのは男性の肺がん検診のみだっ
た。
　過去１年間に受けたがん検診の受
診率と、前回（2013年）、前々回（2010
年）の比較は下記のグラフの通り。
　男性のがん検診受診率は肺がん51.0
％で前回調査より3.5ポイント増加。
次いで胃がん46.4％、大腸がん44.6％
で、それぞれ0.6ポイント、3.1ポイン
ト増えた。

有し、より良いがん医療にしようとい
う「マイ・オンコロジー・ドリーム」活動
の一環で、日本対がん協会のサバイバ
ー・クラブ運営委員会とオンコロジー
教育推進プロジェクトが共催。各地の
がんサバイバーや患者家族、医療関係
者ら47人が参加した。
　セミナーでは、最初に米国テキサス
大学MDアンダーソンがんセンターの
上野直人教授が、がん医療に熱意を持
ってかかわる人材や、患者中心のがん
医療を推進する人材を育成するマイ・
オンコロジー・ドリームの使命やビジ
ョンについて概説。がん医療のマイ・
ドリームを考えようと訴えた。その後
参加者が６グループに分かれて、「が
んになっても困らない社会をつくる」

「黒帯の患者になる」などと、自分たち
のがん医療のマイ・ドリームを発表し

　女性のがん検診受診率は肺がん41.7
％で前回調査より4.3ポイント増加、
次いで大腸がん38.5％、胃がん35.6％
で、それぞれ4.0ポイント、1.8ポイン
ト増えた。
　子宮頸がん検診と乳がん検診は国の
指針で「２年に１回」とされているた
め、過去２年間の受診状況も尋ねてい
る。その結果は、子宮頸がん検診の受
診率は42.4％で前回より0.3ポイント、
乳がん検診は44.9％で前回より1.5ポ
イント、それぞれ増えたものの微増に
とどまった。
　国民生活基礎調査は毎年実施されて
いるが、がん検診の受診状況の調査は
３年に１回で、全国の世帯から無作為
抽出された約22万4200世帯分を集計
した。アンケートの集計であるため、
実態より過大な評価になりやすいとさ
れるが、国のがん対策推進基本計画の
評価指標に使われており、国の2016
年度までのがん検診受診率の目標は
50％となっている。

合った。
　その後のセッションでは、参加者は

「最高の医療を引き出すための患者力
とは」をテーマに、２時間にわたって
グループディスカッションを行った。
　参加者らは自身のがん経験をもとに

「患者力とは何か」などについて「自分
の治療を自分で決める力」「病気や治療
に対して情報を得る力」「医療者と良好
な関係を築く力」などと意見をシート
に書き出しながら議論。最後のまとめ
発表では、各グループが患者力を上げ
る具体策を提示し合った。
　「何より大事なのは正しい情報を得
て、納得できる治療を受けること」と
して、わからないことをきちんと聞け
たかどうかなどをチェックできる「患
者力チェック表」作成など、すぐに活
用できそうな提案がされていた。

2 0 1 6 年 の 国 民 生 活 基 礎 調 査

がんアドボケートセミナーを開催
最高の医療を引き出す患者力を議論

がん検診受診率男性肺がんで50％越え、全体的に上昇傾向

患者力について語る上野教授
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注：１） 入院者は含まない。
　　２）  ２0１0年までは「子宮がん検診」として調査しており、２0１3年以降は「子宮がん（子宮頸がん）検診」として調査している。
　　3） ２0１6年の数値は、熊本県を除いたものである。
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2015年度グループ支部　がん検診の実施状況から　◇乳がん

　■全体
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県、神戸市、大阪市）。
　対象作品はがんになっても自分らし
く生きられる社会の実現を目指し、が
んと告知されたときの不安やがんと共
に生きていく決意、そしてがんの経験
を通して変化した自分の生き方などを
エッセイとともに絵画や写真で表現し
たもの。今回は絵画部門、写真部門、
今年から新設された絵手紙部門あわせ
て95点の応募があり、各部門ごとに
最優秀賞各１作品、優秀作品各１作
品、インターネットによる一般投票賞
１作品が選ばれ、７人の受賞者が表彰
された。
　絵画部門で最優秀賞となった「美し
く生きる」を描いた梅田美智子さんは
夫が亡くなって「２人の娘と力を合わ
せて生きていこう」と決心した矢先に、
自身に腫瘍が見つかった。死の恐怖、
手術の苦しさ、抗がん剤の辛さなどを
考えると、絶望の淵に立っているよう
で辛くなる時があるという。凛として
美しい真っ白なクジャクや花々に「人
はいつかこの世に別れを告げるので
す。だとしたらこの鳥のように美しく
生きていこう。凛として静かにそして

　7月10日、東京・中央
区日本橋のコングレスク
エア日本橋で「第7回リ
リー・オンコロジー・オ
ン・キャンバス～がんと
生きる、わたしの物語。
絵画・写真・絵手紙コンテ
スト」の授賞式が開かれ
た（主催：日本イーライ
リリー株式会社、後援：
日本対がん協会、兵庫

優秀賞は塩田陽子さんの
「ウインクしている　わ
たしのおっぱい」で、一
般投票賞とのダブル受賞
となった。塩田さんは４
年前に乳がんの手術を受
け、今でも胸をちゃんと
見ることができないとい
う。それでも塩田さんは

「私のおっぱいはウイン
クしているんだと思うと

たくましく」との強い思いを込めて描
いたという。
　絵画部門の優秀賞・一般投票賞は蔵
野由紀子さんの「One day」がダブル
受賞した。
　写真部門の最優秀賞は、砂原涼志さ
んの「その先に」。後ろ姿の女性は砂原
さんの大切な人。砂原さんは19歳の
時に健康診断で影が見えるといわれ、
精密検査を受けたところ血液のがんだ
ということがわかった。当時は「もう
自分に未来はない、結婚もできない、
死ぬのだろうか」と思ったという。そ
の後、完治して職場の先輩と付き合う
ようになり病気のことを伝えると「関
係ない」とプロポーズも受け入れてく
れたという。「今後何があろうとも必死
に生き、彼女を追いかけ一緒に歩いて
いきたいと思います。あの時頑張った
から今がある、この先の未来があるん
だと思います」と強い決意と、前向き
な思いを込めた作品だ。写真部門の優
秀賞は森井邦生さんの「優しいまなざ
し」、一般投票賞は須賀研介さんの「母
に見せたい景色」が受賞した。
　今回から新設された絵手紙部門の最

愛嬌があって愛しく思えてくる」「左の
おっぱいは先に神様のもとへ行きまし
た。あなたがいなくても私は生き抜い
たよ」と、さまざまな体験を重ね、前
向きな気持ちで自身と向き合っている
ことが、温かみのある色合いやさわや
かな青空の下風にそよぐTシャツから
も伝わってくる作品だ。絵手紙部門の
優秀賞は津田恭子さんの「歩く」が受賞
した。
　これまでの受賞作品は各地の病院
やイベント会場で巡回展覧され、既
に100か所以上の病院で、多くのがん
患者さんたちに勇気と希望を与えてい
る。授賞式で挨拶に立った日本イーラ
イリリーの執行役員でオンコロジー事
業本部のアレクサンダー・ホーン本部
長は「本コンテストが、がんになって
も自分らしく生きられる社会の実現の
一助となり、同じ体験をされた方々に
勇気を与えてくれることを願っていま
す。弊社は今後も革新的な抗がん剤の
開発に取り組むとともに、患者さんや
支援者の皆さんの心に寄り添い、継続
的なサポートを提供してまいります」
と今後に向けた決意を述べた。

「リリー・オンコロジー・オン・キャンバス～がんと生きる、わたしの物語。」
絵画・写真・絵手紙コンテスト

授賞式にて表彰を受けた受賞者たち

絵画部門最優秀賞作品 絵手紙部門最優秀賞作品写真部門最優秀賞作品

第
７
回
最優秀賞に梅田美智子さん（絵画部門）、砂原涼志さん（写真部門）、塩田陽子さん（絵手紙部門）


